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独立行政法人土木研究所が達成すべき業務運営に関する目標

独立行政法人土木研究所（以下「研究所」という。）は、建設技術及び北海道開発局
の所掌事務に関連するその他の技術のうち、土木に係るもの（以下「土木技術」という。）
に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、土
木技術の向上を図ることを目的とする機関である。

研究所は、独立行政法人の設立の趣旨を踏まえ、本中期目標に従い、研究成果の社会
への還元等を通じて、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発の推進に貢献し、
国土交通政策及び北海道開発行政に関する農水産業振興に係るその任務を的確に遂行す
るものとする。具体的には、国の政策目標における役割を果たすため、国が実施する関
連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映できる研究を実施するなど公的機関に期待
される業務を行うものとする。

特に、道路・河川等の社会資本整備の実施主体である国及び地方公共団体を支援する
という使命を果たすため、社会資本の現状及びニーズの把握に努めるとともに、国土交
通省の地方整備局及び北海道開発局等の事業と密接に連携を図るものとする。なお、平
成２０年度に北海道開発局から移管する技術開発等の業務について適切に実施するもの
とする。

従前の独立行政法人土木研究所の土木研究と独立行政法人北海道開発土木研究所の土
木研究は、土木技術という共通の基礎の上に成り立っているものであり、研究者の知見
の相互交流や研究成果の共有によって、研究活動の効率化、研究成果の質的向上を図る
観点から、統合により業務を一体的に実施するとともに、間接部門の効率化、業務の合
理化を進めるものとする。

また、非公務員化を踏まえ、国に加え大学、民間等と人事交流や共同研究などの連携
を促進し、より一層の成果を上げるよう努めるものとする。

以上の視点にたって、研究所は、一層の効率的かつ効果的な運営を図るため、中期計
画において具体的に達成すべき内容及び水準を示すとともに、国・民間等との役割分担
を明確にし、独立行政法人として真に担うべき業務に特化・重点化するものとする。

１．中期目標の期間

中期目標期間は平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間とする。

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

（１）研究開発の基本方針
土木技術は、社会的な重要課題に対して、迅速、的確に解決策を提供するために、様

々な要素技術をすりあわせ・統合し、新たな技術を構築する社会的な技術であり、時々
刻々と変化する社会的要請や国民の生活実感など多様なニーズを的確に受け止め、研究
及び技術の開発（以下「研究開発」という。）を行うことが重要である。

したがって、研究所は、独立行政法人土木研究所法（平成11年法律第205号）第3条に
定められた目的を達成するため、科学技術基本計画、国土交通省技術基本計画等の科学
技術に関する計画及び北海道総合開発計画を踏まえるとともに、土木技術に対する社会
的要請、国民のニーズ及び国際的なニーズを的確に受けとめ研究開発等を行い、優れた



成果の創出により社会への還元を果たすこと。
なお、北海道開発行政に係る農水産業の振興を図る研究開発においては、食料・農業

・農村基本法、水産基本法及びその実行計画である食料・農業・農村基本計画、水産基
本計画並びに農林水産研究基本計画を踏まえ実施すること。

また、統合による効率化及び相乗効果を速やかに上げるために、つくばと札幌の研究
組織が適切に連携・交流するなど、それぞれこれまでに築いてきた特徴を相互に活かし
て研究開発を進めるとともに、そのために必要な措置をとること。

①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応
現下の社会的要請に的確に応えるため、研究所の行う研究開発のうち、以下の各

項に示す目標に対する研究開発を重点的研究開発として、重点的かつ集中的に実施
すること。その際、本中期目標期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く。）の
概ね６０％を充当することを目途とする等、当該研究開発が的確に推進しうる環境
を整え、明確な成果を上げること。
なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す目標に

対する研究開発以外に新たに重点的かつ集中的に対応する必要があると認められる
課題が発生した場合には、当該課題に対応する研究開発についても、機動的に実施
すること。

ア）安全・安心な社会の実現
地震・津波・噴火・風水害・土砂災害・雪氷災害等による被害及び交通事故を

防止・軽減するために必要な研究開発を行うこと。

イ）生き生きとした暮らしの出来る社会の実現
生活環境リスクを大幅に軽減し、生活空間の質を向上させるために必要な研究

開発を行うこと。

ウ）国際競争力を支える活力ある社会の実現
社会資本ストックの老朽化、厳しい財政状況等を踏まえ、社会資本の整備・再

構築を安全かつ効率的に実施し、社会資本の管理を高度化するために必要な研究
開発を行うこと。

エ）環境と調和した社会の実現
効率的なエネルギー利用社会及び省資源で廃棄物の少ない循環型社会を構築す

るとともに、健全な水循環と生態系の保全を図るために必要な研究開発を行うこ
と。

なお、上記ア）からエ）、北海道総合開発計画及び食料・農業・農村基本計画等
を踏まえ、北海道開発の観点から次の研究開発についても重点的研究開発として
位置付けること。

オ）積雪寒冷に適応した社会資本整備
北海道の積雪寒冷な気候に適応した社会資本の整備に必要な研究開発を行うこ

と。その際、この研究開発の知見を他の地域へ活かすこと。

カ）北海道の農水産業の基盤整備
北海道の豊かな自然と調和を図りつつ、農水産業に係る地域資源を効果的に活

用して、安定した食料基盤作りに向けた研究開発を行うこと。

②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研究
開発の計画的な推進



我が国の土木技術の着実な高度化や良質な社会資本の整備及び北海道の開発の推進
の課題解決に必要となる基礎的・先導的な研究開発を計画的に進めること。なおその
際、将来の発展が期待される研究開発についても積極的に実施すること。

（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組
事業実施における技術的問題の解決のため、国土交通本省、地方整備局及び北海道開

発局等からの委託を受けて研究開発を確実に実施すること。

（３）他の研究機関等との連携等
国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との共同研究を他分野との協調も含め

た幅広い視点にたって進めるとともに、非公務員化のメリットを活かしつつ人事交流等
を効果的に実施し、より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。共
同研究については、５年間で前中期目標期間と同程度実施し、さらに質の高い成果が得
られるよう努めること。

（４）競争的研究資金等の積極的獲得
競争的研究資金等外部資金の積極的獲得に取り組むことにより、研究所のポテンシャ

ル及び研究者の能力の向上を図ること。

（５）技術の指導及び研究成果の普及

①技術の指導
独立行政法人土木研究所法第15条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災

害その他の技術的課題への対応のため、外部からの要請に基づき、又は研究所の自主
的判断により、職員を国や地方公共団体等に派遣し所要の対応に当たらせる等、技術
指導を積極的に展開すること。

②研究成果等の普及
研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌で

の論文掲載、研究成果発表会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、
外部からの評価を積極的に受けること。併せて、研究成果の電子データベース化やイ
ンターネットの活用により研究開発の状況、成果を広く提供すること。
また、（１）①の重点的研究開発の成果の他、（１）②の研究開発及び（２）から（４）

の研究活動並びに（５）①の技術指導等を通じて得られた重要な成果については、国
が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に反映するため、容易に活
用しうる形態によりまとめること。
さらに、研究成果の国際的な普及や規格の国際標準化等に対応すること等により、

アジアをはじめとした世界への貢献に努めること。

③知的財産の活用促進
研究成果に関する知的財産権を適切に確保するとともに、普及活動に取り組み活用

促進を図ること。

④技術の指導及び研究成果の普及による効果の把握
良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に対し、技術の指導及び研

究成果の普及による社会的効果について追跡調査等を行い把握すること。

（６）水災害・リスクマネジメント国際センターによる国際貢献
水関連災害とその危機管理に関しては、国際センターを中心に国際的な活動を積極的

に行い、国際貢献に努めること。



（７）公共工事等における新技術の活用促進
国土交通省の公共工事等における新技術の活用促進の取組に積極的に貢献すること。

（８）技術力の向上及び技術の継承への貢献
国土交通省等における技術力の維持及び適切な技術の継承に貢献すること。

３．業務運営の効率化に関する事項

研究所の業務の運営に際しては、以下の各事項に関し具体的措置を講ずることにより、
効率化を図ること。

（１）組織運営における機動性の向上
研究ニーズの高度化、多様化等の変化に機動的に対応し得るよう、柔軟な組織運営を

図ること。

（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築
統合を踏まえ、研究開発の計画・実施に対する所要の評価体制を再構築し、研究開発

に対する評価を実施すること。その際、独立行政法人が真に担うべき研究に取り組むと
の観点から、研究の事前、中間、事後の評価において、外部から検証が可能となるよう
所要の措置を講じるとともに、評価結果をその後の研究開発に積極的に反映させること。

また、研究者の意欲向上を促し、能力の最大限の活用等を図るため、研究者個々に対
する業績評価システムを整えること。

（３）業務運営全体の効率化
研究業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部

への委託が可能な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可
能な環境を確保すること。

特に、運営費交付金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を
除き、以下のとおりとすること。

一般管理費について、業務運営の効率化に係る額を本中期目標期間中、毎年度３％相
当の削減を行うこと。

業務経費について、業務運営の効率化及び統合による効率化に係る額をそれぞれ本中
期目標期間中、毎年度１％相当の削減を行うこと。

（４）施設、設備の効率的利用
研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、外部の

研究機関の利用及び大学・民間企業等との共同利用の促進を図ること。

４．財務内容の改善に関する事項
運営費交付金等を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化に関する事

項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行
うこと。

５．その他業務運営に関する重要事項

（１）施設及び設備に関する計画
施設・設備については、３．（４）により効果的な利用を図るほか、業務の確実な遂

行のため計画的な整備・更新を行うとともに、所要の機能を長期にわたり発揮し得るよ



う、適切な維持管理に努めること。

（２）人事に関する事項
非公務員化を踏まえ、高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るととも

に、人員の適正配置により業務運営の効率化を図ること。
また、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道開発の推進に貢献するという使命を

果たすため、行政との人事交流を的確に行うこと。
なお、人件費（退職手当等を除く。）については、「行政改革の重要方針」（平成17年1

2月24日閣議決定）を踏まえ、本中期目標期間の最終年度までに国家公務員に準じた人件
費削減の取組みを行うこと。また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与
体系の見直しを進めること。


